土地改良補價業務管理者　資格試験問題・公式解答

問題１　土地改良事業の基本的事項に関する以下の問に対して、正しい答えの番号を

答案用紙に記入してください。　　　

（問､1）土地改良事業に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　土地改良事業は、受益農家の負担を伴うことから、必ず当該農家の申請によらなければ

　ならない。　　　　　　　　　　　　　　

２　土地改良事業は、事業実施区域及び周辺の環境等に負荷を与えるものではないので、公

　共事業のうちで、唯一、環境配慮義務を免除されている。

３　土地改良事業は、当該事業の参加資格者の３分の２以上の同意があれば、強制的に事業

 を実施し、費用の負担をさせることができる。

４　土地改良事業は、農業の生産性の向上、農業総生産の増大等を図るため実施されるもの

　であることから、非農用地を取り込んで実施することはできない。

公式解答　3

解説　1 原則として受益農業者の申請　埋立や干拓等の一定の事業について、国又は都道府県は、申請によらない土地改良事業を行うことができる
2 環境との調和に配慮しつつ、国土資源を総合的に開発し保全

4 区画整理及び農用地の造成は、非農用地も可能

（問２）土地改良事業の実施手続等に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　いわゆる小作地における同意は、使用収益権者及び土地所有者の両者から得る必要がある。

２　土地改良区の設立には、１５人以上の事業参加資格者が、市町村長と協議をし、地区内

　の参加資格者の３分の２以上の同意を得、都道府県知事の認可を得る等の手続が必要であ

　る。｀　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　公共投資、社会資本の形成であることから、市町村長の同意を得る必要がある。

４　災害復旧を行う場合は、原形復旧だけではなく、農用地の原形状を変更したり、新たな

　施設を設置すること等も行うことができる。

公式解答 2

解説 1 原則 使用収益検者

3 市町村長と協議

4 災害復旧は被災前の現状に復する（現状復旧）
（問３）土地改良事業の費用負担に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　都道府県営や団体営土地改良事業の農業者負担部分については、株式会社日本政策金融

　公庫の融資対象となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．国庫補助の対象とならない小規模な事業もあるが、一定の要件を具備するものについて

　は、株式会社日本政策金融公庫の融資の途が開かれている。

３　土地改良区は、定款の定めるところにより、事業に要する経費を組合員から徴収するこ

　とができる。

４　土地改良施設の管理は、その造成目的に従って適切に行われる必要があり、このため、

　国で造成した士地改良施設の管理費には、すべて助成措置が講じられている。

公式解答 4

解説 4　すべてではない　国営造成施設については、一定の要件を具備するものについては助成措置が講じられている
（問４）土地改良施設の管理に関する記述のうち、不適当なものはどれか。　　　　　　

１　土地改良施設は､農業生産を支える施設で社会資本としての役割も担っていることから、

　地方公共団体が管理することか原則である。　　　　　　　　　　　　

２　土地改良区は､国営や都道府県営士地改良事業により造成された土地改良施設について、

　その管理を受託し、土地改良事業として実施することかできる。

３　土地改良施設の管理は、制度上、土地改良施設の新設等と同様、土地改良事業として位

　置付けられている。

４　土地改良区が行う土地改良事業により造成された土地改良施設は、当該土地改良区が管

　理しなければならない。　

公式解答1

解説 1一般的に管理委託は土地改良区等　国政造成施設の６割が土地改良区が管理
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（問５）土地改良財産に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　士地改良財産には、公共用財産と普通財産があり、公用財産は含まれない。

２　土紬改良財産は国有財産であることから、国有財産法の定めるところに従い、財務大臣

　か管理し処分する。

３　土地改良財産の管理は、その造成主体である国自ら行うことか原則である。

４　土地改良財産は国有財産であることから、国営土地改良事業を除き、原形に変更を及ぼ

　すような改築、追加工事等は認められていない。

公式解答1

解説 1 土地改良法94条　土地改良事業の　事業庁舎、職員宿舎の土地建物、工事用道路等の公共財産は土地改良財産にはならない。

2 農林水産大臣が管理し処分する
3 土地改良区が行うのが一般的　委託管理、譲与管理、直轄管理
4 管理の委託が行われている土地改良財産については、管理受託者が農林水産大臣の承認を受けて工事を実施できる
(問６)土地改良施設に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　土地改良施設は、本来の用途又は目的を妨げない限度において、他の用途又は目的に使

　用させ、又は収益させることかできる。

２　補償施設とは、土地改良事業により通常受ける損失補償として、金銭に代え事業の一部

　により造成した工作物等で、被補償者に譲与することができる施設である。

３　国営土地改良事業の工事が完了し、又は施設完了する以前において造成されている土地

　改良施設については、土地改良財産台帳により整理する。

４　基幹的な土地改良施設以外の土地改良施設については、当該施設の用途を廃止したとき

　はこれを無償で国へ返還することを条件として、土地改良区等に譲与することかできる。

公式解答3

解説 3 以前からある施設は「土地改良施設整理台帳」

(問７)農村整備に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　中山間地域は、国土面積の約７割、耕地面積、農業生産額の約４割を占めるなど、我が

　国の農業・農村の中で重要な役割を担っている。

２　農村地域の汚水処理施設の整備は、上水道やゴミ収集率などと比較して、特に都市と較

　べて立ち遅れており、整備が急かれる。

３　中山間地域は条件不利地域であり、格差解消のためには、平地農業地域と同一の水準ま

　で区画形質の改良など生産条件の整備が不可欠である。

４　農業生産基盤の整備は、地域住民の生活環境の改善にも大きく寄与している。

公式解答 3

解説 3 地域の実情に即した整備

(問８)農地整備に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　農地を大区画に整備すると、工事費の負担や大区画に見合った農業機械の購入などによ

　り、生産コストは上昇する。

２　農地整備は、農業の生産性向上と農業構造の改善を図ることにより、消費者価格の低下

　を通じて国民経済に貢献している。

３　農地を整備すると、資産価値が高まるために農地利用集積率か低下する頬向がある。

４　水田整備率が高い地域ほど、大型農業機械の導入により農業経営が粗放化し土地利用率

　は低下する。

公式解答 2

解説 1 農地整備により労働時間の短縮などで、生産コストは低下　
3 意欲のある農業者への農地利用集積率は上がる

4 土地利用率は上がる

(問９)農業水利に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　農業水利施設の長寿命化を図るためには、機能発揮しなくなるまで我慢して少しでも長

　く使用することか重要である。

２　農業用水路の基幹水路において、パイプラインの占める割合は３割以上に及び、用水の

　安定供給や水管理労力の軽減など、食料供給コストの軽減に寄与している。

３　耐用年数を過ぎた水利施設数は年々増加し、特に用排水ポンプ場は、約６割か耐用年数

　を超過している。

４　畑地かんがいを整備し、自由度の高い水利用と水管理を実現することは、大規模農家(担

　い手)の農業経営の効率化･安定化に寄与する。

公式解答 1

解説 1 適時適切な更新が必要

(問10)農地･農業用施設の防災対策に関する記述のうち、適･当なものはどれか。

１　農地・農業用施設等の災害を未然に防止し、被害の軽減を図るためには、ハード対策が

　重要で、ソフト対策は、あまり効果か期待できない。

２　近年、豪雨や大規模地震に起因した災害が数多く発生してきていることから、災害に強

　い地域づくりが重要である。

３　古いため池ほど、立地条件がよい場所に建設され、長く利用されてきたので安全性は高

　い。

４　近年では、都市化や混住化の進行が止まり、洪水や農業用水の水質悪化はほぼ解消され

　た。

公式解答 2

解説 1 ソフト対策も必要

3 老朽化した施設の適時適切な更新必要　古いため池は基礎処理がなされていないことが多い
4 多発している

問題２　用地補償業務及び用地調査等業務の基本的事項に関する以下の問に対して。

　　　　正しい答えの番号を答案用紙に記入してください。
（問１）用地補償業務の性格に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　代替性のない特定の土地等を取得する。　　　

２　公平かつ適正な補償額を自ら算定し、その額で契約を締結する。

３　土地所有者及び関係人の財産、身分、生活又は経営には立ち入らない。

４　土地所有者及び関係人を納得させる必要から、幅広い知識か要求され、経験を必要とす

　る。

公式解答3

解説 3 個人的な情報まで立ち入る

（問２）用地取得計画の策定に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　事業に必要な用地の取得等とこれに伴う損失補償が完了しない限り、直接の工事施行は

　できない。

２　用地取得は、工事施行に先立って行われるものであるから、事業施行期間に含まれない。

３　事業の円滑な推進のため、工事計画、事業完成の時期等から用地取得等をいつまでに完

　了させなければならないかを検討する。

４　用地取得計画は、予算、工事、用地すべての担当課で十分協議の上策定する。

公式解答 2

解説 2 事業実施期間＝用地取得等期間＋工事実施期間

（問３）用地事務に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　用地取得期間を度外視すれば、その期間だけ竣工期限をオーバーすることとなるか、

　用地取得の困難を理由とする予算の繰越とはならない。

２　現地踏査に当たり、用地補償業務を担当する者は工事計画の内容を熟知し、取得する土

　地等は事業のために必要な最大限の土地であることを確認し、そのことをよく理解しなけ

　ればならない。

３　現地踏査は土地立入り調査に至るまでの踏査であり、土地の現況地目、作付けの状態、

　建物等物件の概数、電気、電話等の公共工作物等について調査し、実地調査の工程、方法

　等の計画策定の基礎とするために行うものである。

４　現地調査は、後から行う境界立会、土地評価、物件調査、用地取得計画の策定のための

　参考として現地を把握することではない。

公式解答 3

解説 1 用地取得の困難を理由とする予算の繰越となって現れる

2 必要最小限の土地

4 参考として現地を把握すること

（問４）用地交渉に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　交渉に用地担当職員が複数で行けない場合は、工事担当者と同行するなど、必ず２人以

　上で行う。

２　交渉を終える場合は、次回の交渉日時を約束し、当日の交渉内容について双方で確認し

　てから交渉を終える。

３　交渉では必要に応じてメモをとるとともに、交渉後には必ず用地交渉記録を残し、事実

’を正確に記録しておく。

４　交渉では常に士地収用法を意識し、交渉回数を重ねないで収用等の手続に移行するよう

　努めなければならない。

公式解答 4

解説 4　交渉回数を重ねて　相手の要求によっては交渉の限界を見極める
（問５）公共事業による用地買収に係る資産の譲渡所得に関する記述のうち、不適当なもの

　　　はどれか。

１　公共事業による用地買収に係る資産の譲渡所得には、税の優遇措置として「５、０００

　万円の特別控除の特例」があり、同一事業においては毎年適用を受けられる。

２　公共事業の譲渡所得等の課税の特例の適用に当たって、起業者は被買収者に対して、課

　税の特例か適用される事業のために買い取った旨の証明書を交付しなければならない。

３　公共事業用資産の買取り等の申出証明書の発行によって、「公共事業のために資産を買

　い取ることを起業者か被買収者に申し出て、用地交渉に入った｡」ということが明らかに

　される。

４　譲渡所得の課税の特例は、公共事業に協力した者に対して適用する趣旨であるから、６

か月以内に買取りまでに至らなかった者に対しては適用されない。

公式解答 1

解説1 同一事業にて最初に用地買収の1回だけの適用

（問６）建物等の計測に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　建物及び工作物の調査において、長さ、高さ等の計測単位は、センチメートルを基本と

　し、小数点以下１位とする。

２　建物及び工作物の面積に係る計測は、原則として、柱又は壁の中心間で行う。

３　建物等の構造材、仕上げ材等の厚さ、幅等の計測は、原則としてセンチメートルを単位

　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　立竹木の計測単位は、すべてセンチメートルとする。

公式解答 2

解説 1 メートルを基本

3ミリメートルを単位

4 根本周囲、胸高直径はセンチ　枝幅樹高はメートルとする

（問７）用地実測図の作成に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　用地実測図の縮尺は、原則として縮尺５００分の１（土地が市街地地域にあっては、監

　督職員の指示により縮尺２５０分の１とすることかできる。）とする。

２　用地実測図は、右を起点側、左を終点側とし、数葉にわたるときは、１筆の土地が２葉

　にまたがらないこととし、右上に番号を付すとともに、当該図面がどの位置に存するかを

　示す表示図を記載する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　用地実測図の素材は、ポリエステルフイルム又はこれと同等以上のものとし、＃３００

　とする。

４　境界線等の表示は、測量作業規程付属資料「公共測量標準図式数値地形図データ取得分

　類基準表応用測量」による。

公式解答 2

解説 2 左が起点 右が終点

（問８）庭木等（鑑賞樹、効用樹、風致木、その他）の調査に関する記述のうち、不適当な

　　　ものはどれか。　　　　

１　取得する画地の一部を調査する場合は、取得等する部分と残地の部分とに区分し、立木

　の位置を図面に表示するとともに番号を付する。　　　　　　　　：

２　立木については、樹種名、根本周囲、幹周、胸高直径、枝幅、樹高、管理の程度（判定

　基準による､良い、やや良い、普通の区分）等を調査する。

３　観賞用竹（ほていちく、きんめいちく、なりひらたけ、かんちく等）については、２０

　本を１株として、その位置を図面に表示するとともに番号を付する。

４　芝、地被類、草花等については、植込みの面積を調査する。

公式解答 3

解説 3 5本程度を1株として調査

（問９）事業損失に係る建物等の事前調査における一般的事項に関する記述のうち、不適当

　　　なものはどれか。

１　調査区域内に存する建物等につき、建物の所有者、敷地ごとに建物等（主なる工作物）

　の敷地内の位置関係を調査する。

２　調査区域内に存する建物等につき、建物の所有者、敷地ごとに実測による間取り平面及

　び立面の調査を行う。　

３　調査区域内に存する建物等につき、建物の所有者ごとに建物等の所在及ぴ地番並びに所

　有者の氏名及び住所を調査する。

４　現地調査において所有者の氏名及び住所か確認できないときは、市町村役場において固

　定資産台帳の調査を行う。

公式解答 4

公式解答 4 必要に応じて登記事項証明書の交付等の方法により調査

（問10）建物等の事前調査において、建物の全体又は一部に傾斜又は沈下が発生していると

　　　きの調査に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　傾斜又は沈下の状況を把握するだめ、原則として、当該建物の四方向を水準測量又は傾

　斜計等で計測する。

２　コンクリート布基礎等に亀裂等が生じているときは、建物の外周について、発生箇所及

　び状況（最大幅、長さ）を計測する。

３　基礎のモルタル塗り部分に剥離又は浮き上がりか生じているときは、発生箇所及び状況

　（大きさ）を計測する。

４　計測の単位は、長さ、幅ともにセンチメートルとする。

公式解答 4

解説 幅はミリメートル 長さがセンチメートル

問題３　土地改良補償要綱、公共補償基準要綱及び事業損失の基本的事項に関する

　　　　　以下の問に対して、正しい答えの番号を答案用紙に記入してください。

（問１）土地の補償額算定の基本原則に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　土地を取得する場合に、石段・石垣等の附加物はその財産的価値を考慮して、土地とは

別に補償する。　　　

２　取得する土地に建物等の工作物がある場合は、土地と建物等を一体として評価し補償す

　ることを原則とする。

３　火葬場、下水処理場等を目的とする事業の実施に伴い、土地の取引価格が低下すると予

想される場合、通常の取引価格と事業の影響により低下した価格との差額は別に補償する。　　　　　　　

４　取得する土地の補償額は、当該土地の交換価値である正常な取引価格であり、当事者の

　主観を排除した客観的交換価値によるものである。

公式解答 4

解説 1 取得する土地に土地の付加物含む

2 物件がないものとしての正常な取引価格　上物は別途
3 当該事業の影響がないものとしての正常な取引価格

　（問２）果樹等の収穫樹の移植又は伐採補償に関ずる記述のうち、不適当なものはどれか。

１　果樹等の収穫樹を移植することが相当であると認められるときは、移植に通常必要とす

　る費用及び移植に伴う減収による損失等を補償する。　

２　果樹等の収穫樹の伐採補償で取引事例のある場合は、正常な取引価格と伐採除却に通常

　必要とする費用相当額の合計額をもって補償する。

３　果樹等の未収穫樹の伐採補償で取引事例のない場合は、補償時点までに要した経費の後

　価合計額と伐採除却に要する費用相当額から伐採により発生した材料の価格を控除したも

のを補償する。

４　果樹等の収穫樹の伐採補償で取引事例のない場合は、伐採後の残存効用年数に対する純

　収益の前価合計額と伐採除却に要する費用相当額から伐採により発生した材料の価格を控

　除したものを補償する。

公式解答 2

解説 2 正常な取引価格+伐採除却費－材料価格　伐採により発生した材料の価格を控除
　　

（問３）土地の正常な取引価格に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　宅地の場合は、近傍類地の取引価格を基準とし、形状、地積等画地の状態、公共施設等

　との接近の程度等、公法上の規制の程度等々を総合的に比較考量して算定する。

２　農地の場合は、近傍類地の取引価格を基準とし、地味、水利、消費地との距離その他立

地条件等及び収益性等を総合的に比較考量して算定する。

３　近傍類地の公共事業用地の取引事例を基準に算定する場合は、事情補正及び時点修正を

　する必要がない。

４　近傍類地に取引事例かない場合は、収益還元法又は原価法を用いて算定する｡

公式解答 3

解説 3 事情、時期等に応じて適正な補正を行う

　（問４）立毛補償に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　粗収入見込額は、豊凶の著しい年を除き、当該立毛の過去３か年間の平均収穫量に当該

　作物の生産者価格を乗じて得た額と副産物価格との合計額である。

２　農業経営費は、肥料費、諸材料費、防除費、建物費、農具費、雇用労働費であり、公租

　公課、借入資本利子及び自家労働費は含まない。　　　　　　　

３ 立毛補償をする場合は、当該立毛が市場価格を有する場合であっても、処分価格を控除

　する必要がない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　農作物を作付けするためすでに費用を投下したときは、種苗費及び肥料費のみを補償する

　る。　　　　　　　　

公式解答 1　 

解説 2自家労働費、借入資本利子も含む

3 現在処分価格を含む

4 耕転、整地その他の労務費の費用も含む

（問５）仮住居を新設する場合又は仮設組立建物等の資材をリースする場合の補償額の算定

　　　式に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　士地を取得する場合で、自用地又は借地で白家自用のとき　　　　　　　　　　　、

　　仮設建物の建設費又は資材のリース料（電気、水道等の附帯施設に要する費用及び敷地

　の借入に要する費用を含む。以下同じ。）十撤去費一発生材価格

２　土地を取得する場合で、借家で借家人補償の対象とならないとき

　　仮設建物の建設費又は資材のリース料十撤去費－（発生材価格十現在家賃（月額）×仮

　住居補償期間（月））　　　　　　　　　　　　　　　

３　土地を使用する場合で、自用地で自家自用のとき

　　仮設建物の建設費又は資材のリース料＋撤去費－（発生材価格十使用対象地の地代補償

　額（月額））

４　土地を使用する場合で、借家で借家人補償の対象とならないとき

　　仮設建物の建設費又は資材のリース料十撤去費＝（発生材価格＋現在家賃（月額）×仮

　住居補償期間（月））

公式解答 3

解説 3 仮設建物の間接費+撤去費-（発生材価格十使用対象地の地代補償額（月額））×使用月額

（問６）取得又は使用する土地に竹林があつた場合の補債に関する記述のうち、不適当もの

　　　はどれか。

１　伐採することか相当であると認められる場合は、当該竹林の正常な取引価格と伐採除却

　費との合計額から発生材の価格を控除した額を補償する。

２　伐採することか相当であると認められる場合で、取引事例がないものについては、当該

　竹林の平均年間純収益を資本還元した額をもって補償する。

３　平均年間純収益を資本還元して補償する場合で、所有者に伐採させるときは、伐採除却

　に要する費用相当額を加算した額から伐採による発生材価格を控除した額を補償する。

４　竹林の移植補償は、移植適地及び移植時期並びに竹林を移植して成園とするには１０年

　の期間が必要であることを考盧して決定する。

公式解答 4

解説 　１０年→４年
（問７）漁業権等の消滅の補償に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　漁業権とは、定置漁業権、区画漁業権及び共同漁業権をいう。

２　漁業権は物権とみなし、土地に関する規定が準用される。

３　漁業権の存続期間は、定置漁業又は区画漁業にあっては１０年、共同漁業にあっては

　２０年とされている。

４　その他漁業に関する権利とは、都道府県知事の許可を受けて営むいわゆる許可漁業及び

　許可を要しないいわゆる自由漁業であって権利にまで成熟したものをいう。

公式解答3

解説 １０年→５年　２０年→１０年
（問８）公共補償基準の定義及び補償の方法に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

１　村落共同体又は地縁的性格を有する者が設置し、又は管理する施設である簡易水道、防

　犯灯及び消防用の水槽は、公共的施設とはならない。

２　機能回復とは、公共事業の施行により廃止し、又は休止することか必要となる起業地内

　の公共施設等の機能を、当該機能を構成している諸要素を総合的にみて、技術的・経済的

　に可能な範囲で、合理的な形で再現し、又は復元することである。

３　公共補償の場合には、技術的・経済的に合理的な範囲であれば、従前の公共施設等と同

　一の施設によらなくてもよい。

４　公共補償を金銭をもってする場合においては、原則として、渡し切りとする。

公式解答 1

解説 1 公共的施設となる

（問９）公共補償基準の既存公共施設等に対する補償の原則に関する記述のうち、不適当な

　　　ものはどれか。

１　異種施設により補償するとは、ダム建設事業により従前の道路又は橋梁にかえて渡船施

　設を補償することである。

２　異種施設により補償するとは、学校（分校）を新設又は移転させることにかえて通学バ

　スを補償することである。

３　異種施設により補償するとは、道路の付替に際し、その一部をトンネル、橋として補償

　することである。

４　異種施設により補償するとは、頭首工にかえて揚水施設を補償することである。

公式解答 3

解説 3 同種施設

（問10）事業損失の認定要件に関する記述のうち、適当なものはどれか。

１　公共事業の施行に起因して発生した事業損失について、緊急的な場合は因果関係の把握

　をしなくとも費用の負担ができる。

２　公共事業に係る工事完丁の日から３年を経過する目までに、損害等の申し出かなされた

　場合は事業損失として対応する。

３　公共事業の施行に起因する精神上の損失は、社会生活上受忍の限度を越えると認められ

　る場合は事業損失となる。

４　事業損失は、公共事業の施行に起因する損害等が、社会生活上受忍すべき範囲を超える

　と認められるものでなければならない。

公式解答4

解説 1 緊急時であっても因果関係を把握しなければ補償はできない
2 1年まで

3 精神上の補償は行わない

問題４　用地補償業務及び用地調査等業務の基本的事項に関する次の設問のうち、

　　　一つを選び５００字以内で公式解答してください。

（問１）事業説明会の内容と意義について述べよ。

　

（問２）境界立会いの準備と手順について述べよ。

　　問題５　土地改良補償要綱、公共補償基準要綱及び事業損失の基本的事項に関する

　　　　　次の設問のうち、一つを選び５００字以内で公式解答してください。

（問１）土地改良補償要綱第１１条に規定する「土地に関する所有権以外の権利」の種類と

　　　内容について述べよ。

（問２）公共補償基準要綱第７条（土地代）に係る「運用申し合わせ第６」の内容について

　　述べよ。

